田中のぞみ　個人質問原稿　9月議会　9月10日

1． 岡山市就学前教育・保育について
【1】 保留児解消の施策について
岡山市は約900人の保留児がいます。　
(1) 保留児解消にむけて、いつまでに何人の定員を増やし、そのために何に取り組むのかお示し下さい。

(2) 本議会に保育園１園の新設予算が計上されますが、本市の費用負担率は通常１／４場合とくらべ今回は、待機児解消加速化プランにより１／１２ですむという事です。待機児解消加速化プランは2年間で来年度までと認識しています。有利な財源を利用するべきです。プランのメニューにもある民間地の活用も考えておられますか。公有地の活用について全市的な課題として認識されていますか。また、土地を所有している民間保育園など余力がある園を積極的に活用するべきではないでしょうか。
(3) 加速化プランでは、現在認可外の保育園を認可するに当たり、認可基準を満たすための施設補充などの支援もあると思います。具体的に動かれていますか。
(4) 株式会社の保育分野参入についてです。6月議会で横浜視察の様子を報告しました。その後共産党横浜市議団による決算資料の分析で株式会社運営の課題が明らかになりました。まず、①人件費比率が決定的に違う。②保育園運営費として税金が投入されているが、余剰金について使途詳細が基本自由。他の姉妹園やグループ本部会計に流用されていたり、有価証券を取得している保育園もある。つまり、子どもの発達成長を保障する立場ではなく、いかに効率化し、利益を出すか、資産を形成するか、という理念に基づくというところが決定的な株式会社の本質だということです。運営ぎりぎりの補助金しか出ないのになぜ利益が出せるのか、という事が問題なわけです。本市でそのような動きがあるのかお示し下さい。
(5) 認可外である小規模保育を増やしても、保留児対策にはなりません。現保留児の多くが既に認可外施設に入っているからです。市内の認可外施設に入っている乳幼児の数を把握されていますか。

【2】 幼稚園の空き教室利用について

　　保留児解消策の一つとして、公立幼稚園の空き教室を民間保育園に無料提供するという方針を出されました。兵庫県明石市が先行実施しているという事で、視察しました。

明石市では、3園の公立幼稚園で実施しています。特徴としては、①0歳～2歳を対象としていること。②3園とも幼稚園の別館もしくは離れのようなレイアウトになっており、幼稚園運営に大きな支障がないこと。③本園から給食を運搬していること。が挙げられます。ただ、2つの部屋を提供しても、一つは事務スペースや遊戯スペース、給食スペースに使うので一園20人の定員で最大60人の定員増でしかありませんでした。保留児対策として幼稚園の空き教室利用の考え方にも限界があるのではないかとも思いました。
(1) 対象年齢と、定員がどれくらい増え、保留児がどれくらい減ると考えていますか。

(2) （割愛）
(3) 学童保育が27年度から6年生までに拡大されます。施設が足りなく困っている学童保育が多くあると伺いますが、小学校に隣接する幼稚園の空き教室は、学童保育として利用するべきではないでしょうか。

(4) また、子育て支援センターが足りません。幼稚園空き教室は子育て拠点としても最適です。このような視点はありませんか。
【3】 幼保一体化について
(1) 幼保一体化試行園５園の進捗状況と今後のスケジュールをお知らせ下さい。
(2) 改修予定の園について今年度4500万円の予算を計上されました。当然見積もり等が進んでいると思います。予定している改修内容と費用概算をお示し下さい。

(3) そもそも幼保一体をそんなに無理やり進めるメリットが分かりません。質の高い教育は今でも出来ます。児童福祉法24条の1項で自治体の責任が明記されているのは保育所です。認定子ども園の場合は、保護者による不服申し立てが出来ないのではないですか。
(4) 子ども園ではなく保育所として残る私立保育園からは、現在ある各補助金が、子育て支援13事業に対する一括交付金となるため、なくなるのではないかという懸念が強くあります。新制度移行後も保育所への補助金が保証されますか。
2． 国民健康保険制度と予防医療について
【1】 誰もが加入できる制度に

（1） 政策繰り入れで6年連続据え置きしていただいている国保料ですが、岡山市でも無保険状態で命を落とした報告を6月議会でしました。また、国保加入者も減少し続けていますが、一因として、非正規雇用が増え、保険に入っていない若年層が増えているのではないかと心配します。無保険の方がどれくらいおられるか把握されていますか。
（2） 26日に開催された国保運営協議会では、H24年度の国保会計は約18億の黒字、1.3億を7年ぶりに基金に積み立てる報告がありました。その要因についてお示し下さい。

（3） 今後政策繰り入れを行わない場合はH28年度に現在から4万円もの値上がりになる計算が示されています。ご見解をお聞かせ下さい。
（4） H26年度には、市民税が上がり、消費税の引き上げが検討される中、国保料は12か月分を9ヶ月で支払うようになります。月単位の負担は増えるわけです。これ以上の値上げは耐えられません。ご認識を。
（5） 倉敷市は医療費の伸びなど国保会計の構造は岡山市と大差ありませんが、政策繰り入れがここ数年3億～5億と安定し基金や繰越も毎年出来ており、保険料の値上げもありません。何が違うのでしょうか。
【2】 国保制度広域化の課題について
社会保障制度改革の骨子案が閣議決定されました。国保制度の都道府県化もH29年度実施を目途に検討するとされています。しかしその中身は結局、国保料徴収は各自治体任せで、その上、未納分を市が独自財政で負担し県に上納するようなしくみになるのではないかと思っています。保険料も自治体の状況に応じて設定する方向で、今より下がることは考えにくく、それどころか収納率を上げて市負担を軽減することに奔走させられるだけではないかと懸念します。
（1） 国保制度の都道府県化で、未納分を市財政で負担すると仮定すればH24年度でいくらになりますか。
（2） 現在でも小規模自治体に負担が大きい高額給付費に対しては、県単位で負担を調整する機能があります。財政責任まで県単位にすることで独自の政策繰り入れが不可能となり、際限なく値上がりする国保料に滞納者はさらに増え、未納額つまり市の負担が増えるだけではないでしょうか。
（3） 自治体の国保会計の逼迫化は、国庫補助の削減が根本原因です。政府の国民会議の報告書にも、この財政構造のままの広域化は「多額の赤字を都道府県に背負わせるだけ」であり、「国民健康保険の財政的な構造問題の解決が図られることが」広域化の前提条件とあります。低所得者への配慮と共に、国庫補助率を元に戻すことこそ必要です。国や県に対して強く支援を要請することを求めます。ご認識を。
【3】 予防医療の徹底を
国保料算定の元になっている医療給付費の伸びを少しでも抑えるには予防医療の徹底が不可欠です。今回は（割愛）
3． 市営住宅のあり方について
【1】 セイフティーネットとしての市営住宅のあり方　　　　　
　「市営住宅には入れたら、生活保護を申請しなくても生きていける」という相談を受けることがあります。基礎年金だけの方は月に6万円くらいの収入で、暮らしていくことが出来ません。また、労働者派遣法の改悪で非正規労働者が2000万人を超え、全労働者の4割になりました。離婚後の母子家庭や障がいのある方からも入居相談がたびたびあります。どこも満室ならばあきらめもつくところですが、空いている部屋がたくさんあるのです。
（1） 市営住宅における現在の空き家の数をお知らせ下さい。また、9月に開始した第2回目の市営住宅募集戸数をお示し下さい。
（2） なぜ、募集対象団地の空き部屋を積極的に修繕して募集しないのでしょうか。

（3） 岡山市住宅基本計画に基づきストック総合活用計画が示されています。進捗状況をお知らせ下さい。

（4） 本市の住宅基本計画は、H19年に策定されH27年度までの計画となっています。社会情勢が大きく変化する中で改めて市営住宅の意義と今後のあり方を検証する必要があると思いますがいかがでしょうか。

（5） 申し込み用紙に、住宅困窮度などアンケートをとっています。どのように利用しているのか。困窮度が高い方に何か対応されていますか。

【2】 指定管理者制度導入について

本年度4月から、市営住宅の運営管理がすべて指定管理者に委託されました。

（1） 指定管理者導入メリットとして、①決め細やかなサービスの提供、②入居者満足度の向上、③経費削減をあげています。半年経とうとしていますが、どのように評価されているのかお示し下さい。

（2） 指定管理者になってから、住民や関連業者から出された意見について主なものをお示し下さい。どのように対応されましたか。
（3） 指定管理者導入についての今後の検証の方法をお知らせ下さい。住民アンケートなどとるべきだと思いますがいかがでしょうか。
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